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中台の両岸共同市場構想と台湾農業 

 

１．概要 

 2008 年の国民党政権の誕生によって台湾の農業政策が大きく変わろうとしている。国民

党の政権構想である両岸共同市場構想と馬英九政権が推進しようとしている新たな農業政

策は停滞する台湾農業の諸問題を解決することになるのか、或いは台湾農業をさらなる停

滞と混迷に導くのか、台湾農業はいま大きな転機に立たされている。7 年余の民進党政権時

代に台湾農業は衰退の一途をたどり、2000 年以降の農産品生産は全般的に低迷状態にある

と言われている。台湾の農業生産力を示す食料自給率は 1997 年の 41.9％から 2007 年の

31.9％に 10 ポイント低下しており、農地面積も 86万ヘクタールから 82 万ヘクタールに減

少し、耕作放棄地、未利用地の面積は 22 万ヘクタールに達するといわれている。農家世帯

1人あたりの平均農業所得も1997年の 20.2万元から2007年の 24.6万元へと僅かな増加に

とどまっており、農産物貿易に至っては輸出が大きく落ち込む一方、輸入が大幅に増加し、

食料輸入額から輸出額を差し引いた食料貿易の入超額は 1997 年の 59.4 億米ドルから 2007

年の 70.2 億米ドルへと拡大している。    

 国民党は停滞した台湾農業を立て直すため、馬政権の下で世界的な環境保護の流れや国

際的な食品安全基準に準拠し、なおかつ国際競争力を備えた国民参加型の「全国民農業」

を推進すると同時に、EU をモデルにした「両岸共同市場構想」に基づく諸政策の推進を打

ち出している。両岸共同市場とは「一中市場（ひとつの中国市場）」とも呼ばれ、一種の自

由貿易協定（FTA）の締結による地域経済圏の形成を意味している。本構想の背景には、ア

ジア地域において近年、急速に進展している自由貿易協定（FTA）や経済連携協定（EPA）

による地域統合化の動きに対して、アジア諸国との自由貿易協定締結の流れに大きく乗り

遅れた台湾が世界規模で進展している経済統合化の趨勢に対応するため、台湾最大の貿

易・投資相手国となった中国大陸との経済的な連携・協力関係を強化し、両市場の統合化

を推進することによって台湾の経済的な孤立化を阻止しなければならないという強い危機

意識があるものと思われる。このため、両岸市場の経済的統合を推進することによって両

岸に存在する経済活動上のさまざまな障害を取り除くと同時に、中国大陸の安価な労働力

などの生産資源、消費市場など大陸の有する経済的優位性を活用することで企業のコスト

削減を図り、国際競争力を高めることによって台湾経済の持続的発展を図る狙いがあるも

のと思われる。本構想の究極的な目的は両地域の経済統合を足掛かりに両地域の政治的な

乖離を縮小し、民進党政権時代に軋轢が生じた台湾と中国との政治的な関係改善を視野に

入れた内容になっている。 

 これに対して、民進党などの反対勢力は「両岸共同市場構想」は大陸から台湾への安価

な労働力や農産物の大量流入によって、大量の失業者を生み出し、台湾の経活動済や農業

生産に不利益をもたらすことになると強く批判している。本構想が今後どのような形で具

体化され政策的に推進されようとしているのか、またそれらの政策が台湾農業にどのよう
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な影響を及ぼすことになるのかについて現時点でその全体像と予測される成果を把握する

ことは困難である。しかしながら国民党政権発足後、台湾と中国の両岸組織との間での相

互訪問が活発におこなわれ、長年の縣案であった三通（交通、郵便、通信）による台湾か

ら大陸への直行便が開通・拡大するなどの動きが活発化していることも事実である。一方、

本構想に対する台湾側の農業関係者の受け止め方は非常に複雑でなおかつ厳しいものであ

り、本構想が台湾の農業発展につながると捉えている農業関係者は極めて少ないというの

が実態のようである。本構想が、国民党が公約に掲げる台湾農業の再生と発展を実現でき

るか否かは、ひとえに国民党政権が今後推進しようとしている「全国民的農業」の具体的

政策内容の進展いかんにかかっているといえよう。 

    

２．国民党の農業政策の特徴 

 国民党政権は台湾農業の現状を次のように捉えている。 

 すなわち、現在の台湾農業は「不足と過剰」という大きな矛盾に陥っており、農家 1 世

帯あたりの平均耕地面積が僅か 1 ヘクタールに過ぎないのに対して、22 万ヘクタールもの

農地が耕作放棄や休耕地になっている。しかも都市近郊のかなりの農地が農業生産以外に

不正に使用されており、結果的に土地の利用率が低下している。さらに食料自給率が 31.9％

の低水準であるにも拘わらず、農産物の生産過剰が生じている。これは農業政策のミスリ

ードによるものであり、民進党政権 7 年余の間に農家 1 世帯あたりの所得が 6 万元減少す

る一方、農産品の貿易赤字は 15 億米ドルに拡大するなど、農業経営の状況は悪化の一途を

たどっている。これは民進党政権 7年間の農業政策の失敗によるものである。 

 台湾農業は今後、国際市場での競争や両岸の農業貿易及び合作による競合、京都議定書

への対応、地球温暖化の進展、エネルギー価格の上昇、世界の食糧需給の逼迫化などの外

的要因によって大きな試練に直面することになる。さらに国内外における農産品の衛生問

題や食品安全問題に対する消費者の要求が日増しに高まっており、これらの問題はいずれ

も後戻りすることのない大きな流れとなっている。こうした状況の中で、今後の台湾農業

をいかにして円滑に国際市場にビルトインさせ、失われた国内外での農業の優位性を取り

戻すかが国民党政権にとっての最大の課題である。 

 

（１）国民党新政権が推進する全国民的農業 

 国民党の農業政策は、民国 60 年代（1970 年代）の「三農（農業、農民、農村）」から 80

年代（1990 年代）の「三生（生産、生活、生態）」へと変化し、その内容は多面的な農業発

展を推進するものであった。新政権による農業政策の方向は、「全国民的農業」の推進によ

って、従来の「三農」、「三生」をさらに前進させることを基本に、農業環境や経済条件の

変化を踏まえて消費者の利益と世界情勢に配慮した内容になっているといえよう。新農業

政策は、台湾農業を全国民が参加し全ての国民の健康と効率、永続的な農業経営を実現す

るための「全国民的農業」を推進することによって、生産者だけでなく消費者と未来の子
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孫、そして世界的な生態環境保全の潮流に合致した内容になっているといえよう。国民党

が提唱する「全国民的農業」とは次のようなものである。 

 ①農民に対しては――効率的生産によって経済利益の向上と良好な福利厚生を実現する。 

 ②消費者に対しては――新鮮で高品質な食料を提供し、食による健康を保障する。 

 ③環境に対しては――良好な景観を保持し、省エネと持続的生産を維持する。 

 ④子孫に対しては――清潔な土地と市場を提供しうるハイテク農業を実現する。 

 ⑤世界に対しては――責任と調和によるクリーンなエネルギーを供給する。 

 

（２）「全国民的農業」の 6 本柱 

 ①責任ある農業体制の構築による持続的な農業発展を推進する。そのひとつとして、地

球温暖化の危機を克服するために、造林面積を大幅に増やし、植物生産への直接的な補助

を実施する。森林率を 60％に引き上げ、政権発足後 8 年以内に平地に 6 万ヘクタールを新

たに造林し、雲嘉南を中心に西部浜海グリーンベルト（緑地帯）と 3 つの大型平地林のレ

ジャー地区を建設する。また、農産品の品質向上こそ市場参入、販路拡大に不可欠の唯一

の条件と捉え、誠実に、消費者の健康を守るという原則を貫き、「安全農業区」を創設して

4 年以内に、野菜及び果物の生産販売に関わる 4,300 の班（生産単位）が農薬使用の安全基

準を満たし、資源循環型農業を推進し、台湾を「クリーンな農業の島」に転換するように

指導する。また政権発足後 2 年以内には台湾が豚口蹄疫の非汚染地域の地位を回復するよ

うさまざまな措置を講じる。さらに国際的な海洋漁業資源管理に適合するよう海洋漁業責

任体制を構築する。 

 ②科学技術をバックボーンに、台湾の有する科学技術の優位性と経済的地理学的条件を

活かして、世界標準の品質認証システムを確立し、国際競争力を備えた付加価値の高い農

産物を生産する農業に発展させる。農業科学技術研究機構等と協力して農業発展区域を整

備し、西部地区に農業イノベーションゴールデンベルト（革新的農業による黄金地帯）を

建設する。また、「世界レベルのフラワーアイランド（花卉園芸の島）」としてコチョウラ

ンを中心とした新興輸出花卉産業のレベルアップを図る。これらの政策を推進するため「世

界熱帯・亜熱帯果物研究開発センター」及び「アジア太平洋種畜種苗センター」を新たに

創設する。さらに、「観賞魚」を新しい輸出産業に育成する。 

 ③農民の福利厚生を増進させ、農民の世代交代を促進する。農民の福利厚生としては、

国民年金の支給を保障する。既に老年農民手当を 1 ヶ月 1 人あたり 6,000 元に引き上げる

よう法改正に取り組んでいる。また老年農民の離農を奨励し、法令による定年規定を 65歳

以上とし、農地を賃貸して長期賃貸契約を結んだものには農家保護資格を保障する。漁業

者に対しては、漁船のディーゼルオイル手当 14％以上を支給し、軽油の価格上昇が漁民に

与える影響を軽減する。 

 ④第三段階の農地改革を推進し「富麗新農村（豊かでなおかつ美しい景観や自然環境が

保持された新しい農村）」建設する。老年農民の繰り上げ離農を奨励し、「小地主、大小作
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農家」計画を推進する。農地の長期賃貸契約の指導を実施し、政府が「借り賃一回払い、

分割返済」の長期無利息の貸付をおこない、老年農民が賃借料を一括して入手することに

よって離農できるようにする。また農地利用を活性化するため、農地の地目変更を推進し、

都市周辺の不適切農地利用の実態を洗い出し、農業地域を生産販売条件の良好な農業生産

区域に再生させる。《農村再生条例》を制定し、中央政府が 10 年間で 1,500 億元の基金を

拠出して郷村地域の 4,000 の農村と 60万戸の農家を対象に文化的で生態系と調和した海岸

農漁業観光レジャー地帯を建設する。 

 ⑤農産物の輸出拡大を推進し、両岸の農業貿易との協力関係を強化する。長期的な国際

市場への販売網を確立し、需要が供給を上回る現状を改革する。このため、多国籍企業と

の戦略的連携を構築し、国際市場へのパイプラインを開拓する。大陸、香港、日本、シン

ガポール、中東を第 1 の輸出市場と位置づけ、アメリカ、カナダを第 2 の輸出市場とする。

また大陸産農産物の輸入を適度に規制して大陸で生産された台湾種の農産物が台湾市場に

逆輸入されないような措置を講じる。さらに、両岸の農産物の知的財産権や商標登録につ

いて協議する体制を整え、両岸が協議によって漁業争議や大陸における漁民問題の解決を

図る。 

 ⑥農業行政を強化し、農家組織の健全化を図る。政権発足後、早急に農、林、漁、牧を

管轄する「農業部」を創設し、中央農業機関内に農村計画発展局を設置する。新たに研究

チームを組織して目標管理を実施し、農業の重要問題の解決にあたる。また、各レベルの

農漁会と協力して全国型の農産物販売網を構築し、これをさらに国際貿易会社に発展させ

る。また水利会の管理する水資源を十分に活用して、レジャー及び観光と水を関連づけた

産業を新たに発展させる。 

 

（３）農業の三大目標と 3 つの優先立法 

 国民党政権は「全国民農業」を推進するため、その骨格となる基本目標とそれに必要な

立法措置として次の点が挙げられている。すなわち、 

 ①農業の三大目標としては、まず第 1 に、50 年以内に台湾を「クリーンな農業の島」に

転換すること。第 2 に、政権発足後 4 年以内に台湾の農家 1 世帯あたりの平均所得を 100

万元以上に引き上げること（現状は、92～94 万元）。第 3 に、4,000 の農村コミュニティを

建設し、豊かでなおかつ美しい景観や自然環境が保持された庭園のような農村（富麗新農

村）に再生するため、レジャー（観光）農園と併せてレジャー農業区の建設をさらに推進

する。 

 ②さらに、3つの農業優先立法として以下の法律の改定、制定を挙げている。 

 第 1 は《国民年金法》の改訂である。年金法の改定によって、すでに農民健康保険に加

入している農民の権利と利益を保証する。 

 第 2は《農村再生条例》の制定である。国民党政権は今後 10年間に 1,500 億元の農村再

生基金を拠出し、「富麗新農村」の建設を推進する。 
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 第 3 は《牧畜法》の改訂である。重要な農業部門のひとつである牧畜業について牧場登

記を徹底し、牧畜業の自主的な需給システム確立による畜産品の生産販売の安定化を図る

ことである。 

 

３．台湾農業の現状と問題点 

 台湾農業は、自然条件に大きく影響される農業生産の特殊性、自然災害等による露地栽

培の高リスク及び市場の固定性などの要因により、農産物の需給調整が難しく、いかにし

て農産物価格を安定させるかが農政の最重要課題となっている。本節では先ず 1950 年代以

降における台湾農業の動向を概観した後、過去 10年間の農業発展の趨勢を検討し、さらに

1990 年代以降の農業構造の変化と台湾農業が直面する問題点を明らかにすることにしたい。 

 図図図図 1111 は台湾における各産業別の成長率の推移を示したものである。台湾経済は石油危機

やアジア金融危機の影響を受けて成長率が 5％台を大きく割り込んだ時期を除いては概ね

5％台から 10％台の高い成長を続けており、この数年間も 5％台の成長を維持している。各々

の産業部門の成長率も概ね経済全体の成長率と連動する形で推移しているが、1960 年代か

ら 1980 年代半ばにかけては工業（製造業）部門の成長率が高い水準で推移したが、80年代

半ば以降は製造業の成長率が鈍化し、代わってサービス部門の成長率が工業生産を上回る

ようになっている。しかし近年では工業部門の成長率が再びサービス部門を上回る水準に

回復してきている。農業部門の成長率は他の産業部門に比較して最も低い水準で推移して

おり、他産業に比べて成長率の年変動が大きいという特徴がみられる。次に台湾における

農業生産指数の推移（2006 年＝100）を示したのが図図図図 2222 である。1960 年代以降上下変動を

資料：行政院主計処「中華民国台湾地区国民所得統計摘要」より作成。

図１ 台湾における産業別成長率の推移
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伴いながらも大きなカーブを描きながら急成長を遂げてきた台湾の農業生産は 1980 年前後

をピークに下降局面をたどっており、とりわけ 2000 年以降農業生産は全般的に停滞ないし

減少傾向で推移している。耕種部門では 1980 年代の半ば頃まで米、雑穀が比較的高水準で

推移してきたものの、それ以降は成長が鈍化しており、2000 年代以降はすべての作目が低

迷状態にあるといってよい。さらに畜産部門の生産指数をみると、畜産物全体、養豚、そ

の他畜産ともに 1990 年代の半ば頃まで右肩上がりの成長が続いてきたが、90 年代半ば以降

になると成長率が幾分鈍化する傾向がみられる（（（（図図図図 3333）。）。）。）。畜産物の落ち込みは台湾の代表的

な畜産物であった豚の口蹄疫汚染の影響によるものであり、養豚の落ち込みが畜産物全体

の成長に大きな影を落としている。 

 以上の台湾農業の全体的な動きを踏まえて、次に台湾の過去 10 年間の農業発展の趨勢を

生産額、耕地面積、就業人口、労働生産力、農家 1 人あたり平均所得、農家 1 戸あたり平

均所得、農産品貿易格差（輸出－輸入）、食料自給率のそれぞれの指標によって検討してお

こう（（（（表表表表 1111 参照参照参照参照））））。1997 年には 3,790 億元であった台湾の農業生産額は 2001 年には減少に

転じ、2002 年には 3,505 億元にまで減少している。2003 年以降は回復基調に転じ、2004 年

には 3,865 億元へと大きく増加し、2007 年度も 3,883 億元と過去最高を記録している。 

資料：行政院農業委員会統計室より作成。

図２　台湾における農業生産指数の推移（1950-2007）
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表１　台湾の過去10年間の農業発展の趨勢

年次 1997 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

農業生産額（億元） 3,790 3,527 3,505 3,579 3,865 3,824 3,770 3,883

耕地総面積（万ヘクタール） 86.5 84.9 84.7 84.4 83.6 83.3 83.0 82.6

（％） (125.0) (105.4) (100.4) (91.1) (81.6) (86.4) (85.3) (83.6)

農業就業人口（千人） 878 708 709 696 642 591 555 543

（就業人口比率、％） (9.6) (7.5) (7.5) (7.3) (6.6) (5.9) (5.5) (5.4)

農業労働生産力
（万元/人）

43.2 50.0 49.4 51.4 60.2 64.5 67.9 71.5

農家1人あたり平均所得
（万元）

20.7 22.4 21.7 22.2 23.0 23.2 24.6 NA

農家１戸あたり平均所得 90.7 88.1 86.1 87.4 89.3 87.3 94.1

（非農家の占める比率、％） (80.78) (77.56) (75.50) (76.91) (78.08) (75.43) (80.43)

農産品貿易格差
（億ドル）

59.4 38.2 39.3 45.4 53.1 57.7 61.3 70.2

食料自給率
（価格指数、％）

79.4 81.9 81.5 78.0 75.7 74.2 74.4 NA

資料：行政院農業委員会資料による。

NA

資料：行政院農業委員会統計室より作成。

図３　台湾における畜産生産指数の推移（1950-2007）
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 一方、耕地面積は 1997 年の 86.5 万ヘクタールから 2007 年の 82.6 万ヘクタールへとお

よそ 4 万ヘクタール減少し、1997 年を 100 として 2007 年は 95.4％に低下してきている。

次の農業就業人口は特に就業者の減少が顕著であり、1997 年の 878 千人から 2007 年の 543

千人へとおよそ 40％減少している。農業就業人口が大幅に減少した結果、農業の労働生産

力（１人あたり生産額）は 1997 年の 43.2 万元から 2007 年の 71.5 万元へと 65％上昇した。

しかし農家 1 人あたりの平均所得は 1997 年の 20.7 万元から 2006 年の 24.6 万元へと 4 万

元の増加にとどまっている。さらに農家 1 戸あたりの平均所得も 1997 年の 90.7 万元から

2006 年の 94.1 万元へと 4 万元しか増えていない。他方、農産品の輸入額と輸出額の差（輸

入－輸出）を表わす農産品貿易格差は 1997 年の 59.4 億米ドルから 2007 年の 70.2 億米ド

ルまで、大幅な入超が続いている。そして台湾全体の農業生産力を示す食料自給率（金額

ベース）は 1997 年の 79.4％から 2006 年の 74.4％へと 5ポイント低下している。冒頭で触

れたように、カロリーベースの食料自給率は金額ベースに比べて遥かに低く、2007 年に

31.9％と 10 年前に比べて 10 ポイント低下しており、低水準にあると指摘される日本の食

料自給率をさらに 8ポイント下回っている。最後に過去 10年間の農林漁業生産額の構成比

率の変化を見ておこう。それを示したのが図図図図 4444 である。 

耕種部門は 43.60％から 43.36％へとわずかに縮小したものの依然として全体の 4 割を占

め、重要な産業であることに変わりはない。林業、漁業もともに縮小し、畜産部門だけが

31.3％から 32.41％へとその割合を高めているが、全体として台湾の農林水産業に目立った

構造変化は起きていない。極めて大きな変化は経済部門の中での農業部門の縮小であり、

他産業との間での経済的格差の拡大にあるといえよう。 

資料：行政院農業委員会統計室、農糧署、漁業署、林務局の資料による。

図４　台湾における農業生産構造の変化
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４．台湾における食料の生産と需給動向及び食料の輸出入 

 農業生産は生物的な生産に属しているため、その生産過程は長く、天候や環境に大きく

影響されやすいうえに、生産物は腐敗しやすく保存に耐えられないという特性がある。こ

のため、その生産物の需給調整は固定的で融通が利かず、工業製品のように加工製造や保

管などの方法によって市場の需要に応じた供給の調節が難しいといった問題がある。さら

に、台湾における農産物の市場規模は限定されており、農産品の価格に対する弾力性も小

さいことから、価格変動が往々にして生産量の変化率よりも大きくなる場合が多い。この

ため、豊作で多くの農産物を販売できたとしても大多数の農民は豊作や高価格の恩恵を享

受できない場合が多い。しかも消費者も必ずしも受益者になるとは限らず、例えば 2005 年

の風水害の連続的発生の際などには、野菜類が大きな被害を受け、価格が高止まりしたた

め、最終的には野菜の緊急輸入によって対応した。どのような手段を講じて農産物の需給

調整を図り、いかにして物価を安定させるかは台湾農業にとって最重要の政策課題のひと

つになっている。そこで、以下では台湾の食料生産及び輸出入の状況を踏まえて農業の最

重要課題である農産物の需給調整がどのような形で実施されているか、その概略を見てお

くことにする。 

 

（１）自然災害の食料生産への影響 

 台湾は亜熱帯に属し、さらに台風の進路上に位置しているため、毎年夏季から秋季にか

けての台風襲来によって、食料生産とりわけ露地で栽培される農作物はその影響を強く受

けている。直近 3 年間の異常気象による大きな農業被害としては、2005 年 1～3 月の冷害、

5 月、6月の豪雨と台風、2007 年の台風などによるものであり、このため 2005 年と 2007 年

の食料、農業生産は大幅な減産となった。2008 年も 3 度の台風被害に見舞われ、稲作が大

幅な減産になったとされる。 

 2006 年も台風の襲来はあったものの、風速や雨量が 2005 年に比べて弱かったため、全体

として農作物の生産量は増加し、また豚、鶏卵、牛乳などの畜産品も増産となるなど、食

料及び畜産物生産指数はそれぞれ 9.62％と 2.42％上昇した。しかし 2007 年 10 月の台風の

来襲の時期は、二期作の水稲の成熟期にあたり、さらに野菜・果物類の収穫期や播種期に

当たっていたため、食料・農業生産が甚大な被害を受けただけでなく、被災後の農業回復

が困難となり、その結果、2007 年度の農業生産指数は 5.02 ポイント低下し、とりわけ農産

品の生産指数は 5.44 ポイントと大きく低下した。以上のように、台湾の食料生産は台風な

どの自然災害の影響によって、年によって増産と減収を繰り返している状況にある。 

 

（２）主な農畜産品の生産状況 

 台湾の農業統計では、食料用農産物としては、作物では稲米のほかに、トウモロコシ、

甘藷、落花生、大豆などの雑糧、特用作物では甘蔗（サトウキビ）、茶、胡麻など、蔬菜（野

菜類）、果品（果物）、畜牧生産物は、猪（豚）、牛、羊・鹿、家禽に分類されている。ここ
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ではその主だったものについてのみ、1998 年から 2007 年までの生産量（2008 年度は公表

されていない）推移を示しておくことにする。それを示したのが表表表表 2222 である。 

①米 

 行政院は米の生産を非常に重視しており、長年に亘って米の価格保証買取制度を実施し

て農民の利益を保障するとともに、安定した食糧源の確保に努めてきた。2007 年は二期作

目の水稲が成熟期に台風に遭遇し、当該期の米の生産量は過去最低を更新した。2007 年度

の米の総生産量はわずか 143.7 万トン、過去 3 年間で最低の収穫量となった。2008 年度も

3 度の台風の被害に見舞われ、政府（行政院）は備蓄米を放出して対応した。 

②落花生 

 落花生は干ばつに強く成熟期から収穫期までは乾期が良いとされている。しかし 2005 年

は風害と水害が続発したため、実の生長や収穫が大きくその影響を受けて生産量はわずか

5.4 万トンに過ぎなかった。2006 年は生産量が 7.1 万トンに回復したが、2007 年は 5.1 万

トンと大幅な減産となった。 

③野菜 

 野菜は最も天候の影響を受けやすい作物であるが、2006 年は天候が安定し、野菜生産は

順調に推移した。なかでも苦瓜、白菜、キャベツは 10～30％の増産となった。2007 年は柯

羅莎台風の被害を受け、年間の野菜生産量は 28万 3 千トンと大きく減少した。 

④果物 

 果物類は年に 1 回しか収穫できず、生産量の多寡は成長期における台風や豪雨の如何に

表２　主要農畜産品の生産状況(1998-2007)

（単位：トン、頭、1,000羽）

年次 米（籾） 落花生 野菜 果物 豚 牛 家禽

1998 1,859,157 68,325 2,911,734 2,368,527 6,538,596 29,377 135,477

1999 1,916,305 67,157 3,513,788 2,659,132 7,243,194 25,840 136,429

2000 1,906,057 79,127 3,262,194 2,447,115 7,494,954 24,505 131,581

2001 1,723,895 56,087 3,045,605 2,567,851 7,164,605 25,286 130,262

2002 1,803,187 77,455 3,461,803 2,686,264 6,793,941 26,517 131,704

2003 1,648,275 73,462 3,093,970 2,832,491 6,778,799 27,617 126,103

2004 1,433,611 68,302 3,064,607 2,729,116 6,818,970 25,589 121,227

2005 1,467,138 53,948 2,654,613 2,363,469 7,171,536 30,226 120,004

2006 1,558,048 71,561 2,877,990 2,743,890 7,068,621 28,119 124,548

2007 1,363,458 51,885 2,595,163 2,654,025 6,620,790 27,389 116,972

資料：行政院農業委員会「農業統計年報」より作成。

注　：1)豚は年末の飼養頭数を、牛は屠畜頭数を使用している。
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よって決定される。さらに年初の冷害も果樹の開花や結実に影響し生産が減少することと

なる。2006 年の生産状況は、蓮霧（ローズアップル：熱帯、亜熱帯産の果物で、果皮は濃

い赤色で、果肉は海綿状で 90％以上の水分を含む。）が 2割近く減産したが、パパイヤ、バ

ナナ、ブドウは 4 割以上の増産、マンゴー、グァバ、ミカン、パイナップルなども 1 割か

ら 3 割程度の増産となった。2007 年は蓮霧の生産量が回復し、バナナ、マンゴーは引き続

き増産したが、その他の果実はすべて減産となった。 

⑤畜産品 

 過去 3 年間の豚の生産量は安定的に推移している。鶏卵も毎年増産が続き、2007 年の生

産量は 69億個に達したが、台湾伝統の有色鶏（台湾地鶏、土鶏とも呼ぶ）は小幅な減産が

続いている。 

 

（３）農産物の輸出入動向 

 表表表表 3333 は過去 10 年間の台湾の農産品の輸出入動向を示したものである。かつては台湾の主

要な輸出商品であった農産物は工業化、都市化の進展に伴い長期低落傾向をたどっており、

労働コストの上昇とともに農産物の輸出競争力は大きく低下している。一方、農産物輸入

は WTO 加盟による農産物の市場開放や関税率の引き下げ、数量制限の緩和などによって年々

増える傾向にあり、輸入額が輸出額を大きく上回るようになっている。主な輸出品は、バ

ナナ、マンゴーなどの熱帯産果実、冷凍エダマメなどの野菜類、コチョウランなどの花卉

やマグロなどの水産物であり、輸入品としては米、果実類、肉類、加工食品の輸入が大き

く増加しており、この中には日本から輸出されている銘柄米やリンゴ、ナシ、ミカン、菓

子、調味料、清酒などの加工食品が含まれている。 
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（４）食料需給の状況 

 2006 年度の食料需給統計及び関連指標から台湾の食料需給の状況を簡単に整理しておく

ことにする。台湾の主食である米の生産と消費は、外食などの食の外部化の進展によって

長期に亘って減少傾向をたどっており、年間 1 人あたりの米の消費量は 48.0 ㎏と 10 年前

に比べて 10.8 ㎏減少している。近年、米の生産と消費はともに安定化しつつあるが、かつ

ては 100％国内生産によって賄われていた米の自給率は 90％台に低下している。また、台

湾人にとって重要な食料のひとつである野菜・果物類は、年間 1 人あたり 249.5 キログラ

ム（野菜 112.1 キログラム、果物 137.4 キログラム）が消費されており、10 年前に比べて

1.8 キログラム増加している。野菜、果物の自給率は 8割以上に達し、自然災害時を除いて

安定している。 

 一方、需要が増えている肉類の消費量は年間 1 人あたり 79.0 ㎏（豚肉 40.0 ㎏、家禽肉

33.5 ㎏、牛・羊肉 5.4 ㎏）と 10年前に比べて 3.6 ㎏増加し、肉類の貿易自由化によって輸

入比率は 15％高まっている。このほか、卵については自給率が 100％に維持されており、

水産物は自給率が 196％に達している。台湾人の平均カロリー摂取量は 2,840 カロリーと日

本よりも高く、しかも脂肪分の摂取量が多く、炭水化物が不足する傾向にあり、行政院は

バランスの取れた食生活を推奨している。 

表３　台湾における過去10年間の農産物輸出入金額の推移

（単位：億ドル）

農産品
年成長率
（％）

農産品
年成長率
（％）

農産品
年成長率
（％）

1996 54.85 -2.83 99.87 2.18 -45.02 9.02

1998 31.56 -42.47 78.05 -21.85 -46.49 3.27

2000 32.79 3.91 76.02 -2.60 -43.23 -7.01

2001 30.31 -7.57 68.63 -9.72 -38.32 -11.36

2002 31.50 3.93 71.05 3.54 -39.56 3.23

2003 32.43 2.97 78.30 10.19 -45.86 15.94

2004 35.54 9.58 88.62 13.19 -53.08 15.74

2005 35.82 0.79 93.55 5.56 -57.73 8.76

2006 32.99 -7.90 94.28 0.78 -61.29 3.65

2007 34.33 4.08 104.56 10.90 -70.23 17.36

資料：行政院農業委員会資料による。

輸出 輸入 貿易差額

年次

＋1.9％

平均

＋8.1％

平均
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（５）農畜産物の価格変動とその要因 

 農畜産物の価格水準は通常その供給量によって決定される。WTO 加盟後、海外との食料品

の貿易が活発となり、農産品の輸出入量も顕著に増加しているが、農産品については国内

生産の善し悪しによって価格が大きく変動する傾向にある。過去 3 年間の食料品の消費者

物価指数はいずれも農畜産物の減産を反映して上昇傾向にあり、とりわけ野菜類の価格変

動が最も大きく、2001 年を 100 とした指数でみると、2006 年、2007 年度は 126 から 138 の

間で変動している。一方、米とその関連製品は、政府が保有米を適度に放出し需給調整を

実施しているため、消費者物価指数は 105 前後で安定している。米については国民の主食

であり、政府は米の価格安定に全力を尽くしている。米の価格保証買取制度や輸入米の購

入を実施するとともに、良質な国産米の販売強化や政府買取食糧の保管及び販売管理の強

化を図っている。これらの一連の措置によって、消費者米価は 1キログラムあたり 18 元か

ら19元の間で安定していたが、2008年の3度の台風被害によって小売価格が上昇したため、

行政院は備蓄米を市場に放出し、市場価格の安定に努めている。 

 一方、落花生などのように収穫時期と市場出荷時期に時間的な落差が生じる農産物につ

いては価格変動が起きる場合がある。たとえば、二期作の落花生は年明けの翌年に市場に

供給されため、落花生が増産でも同年の市場価格は高値で推移し、翌年になると市場価格

が下落するといった具合である。また、ミカン、蓮霧、ブドウは収穫年と翌年にまたがっ

て販売されるため、その生産量が価格の変動に反映されるまでには時間差が生じる。 

 さらに畜産品などのように、その価格変動が供給量の多寡以外の要因、たとえば国際的

な穀物価格の上昇によって飼料などの生産コストが上昇し、それが消費者価格を押し上げ

る原因になる場合がある。2007 年度の豚と鶏卵の生産量は共に増産だったにもかかわらず、

同期の畜産品価格は全面的な大幅上昇となった。 

 

（６）生産調整 

 需給バランスを維持し、農産物の価格安定を図るため、2007 年以降、行政院農業委員会

は農漁畜産品の生産申請登録制度を実施し、重要かつ価格変動に敏感な農産品について需

給調整に関する指導や規範を制定した。バナナ、オレンジ、パパイヤ、パイナップル、ニ

ンニク、玉ネギ、落花生など 7 品目及びサバヒー、ティラピア、ウナギ、スズキ、ハタ、

ハマグリなど養殖水産品 6 品目、豚、ブロイラー、土鶏、卵など畜産品 4 品目を選定して

生産申請を実施することによって、主要農産品の需給安定を図り、農民と消費者の双方が

ともに利益を得るように配慮している。 
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（７）品質及び安全性の向上 

 世界の食品安全の潮流に対応して、海外に低価格の農産品を輸出するため、農業委員会

は 2004 年以降、EU、日本などの先進国諸国に準じた「農産品生産販売履歴制度（トレーサ

ビリティ・システム）」を導入し、「台湾良好農業規範」に基づいた生産管理と農作業の情

報化を推進し、生産物はすべて公正な第三者機関である「全国認証基金会」の認可を得る

ようにし、安全で衛生的な優良農業物の生産体制の構築を目指している。さらに、生産及

び販売チャネルの透明化を通じて生産履歴の遡及を可能にし、農業用の生産資材から耕作

管理、出荷、流通過程、販売店までのすべての情報を完全公開し、透明化して、消費者の

「知る」権利に対する要求を満たし、製品の安全性が保証されるようなシステムづくりを

推進している。現在までに基金会が承認した生産販売履歴検証機構は計 10社、検証機構の

検証をパスした農業経営業者は計 191 者、認証された製品数は、米、パパイヤ、パイナッ

プル、茶、白菜、卵、豚肉、ハマグリ、エビ、ハタなど 68品目に達している。該当製品は

「生産販売履歴農産品マーク（TAP）」を使用することができ、農産品の品質向上と価格の

安定化に大きく貢献している。 

 

５．両岸共同市場構想と台湾農業への影響 

 ここでいう「両岸」とは中国大陸と台湾の両地域を指している。両岸共同市場は一中市

場（一つの中国市場）とも呼ばれ、一種の自由貿易協定及び一つの地域経済圏を意味する

表４　過去３年間に実施された農産品需給調整対策とその成果

買取
販売
促進

ニンニク 4月 ○ ○ 6,556ヘクタールの生産調整を実施

オレンジ 1-2月 ○

土鶏 10-12月 ○ ○ 屠殺場で必要な屠殺、保管・運搬などの費用を補助

○ ○ 養鶏協会の6大販売促進活動に補助

95年 オレンジ 11月-翌年2月 ○ ○ ○ 71.35ヘクタールの生産調整を実施

落花生 8月 ○

きゅうり 12月 ○

小きゅうり 12月 ○

バナナ 4-6月 ○

オレンジ 10-11月 ○ ○ 1,768ヘクタールの生産調整を実施

豚 3月 ○ ○ 冷凍業者と産業が健康なブタを屠殺、し冷凍保存することを奨励

○ 養豚業界が健康な子豚５万頭と種母ブタ16,666頭の屠殺に補助金

11-12月 ○

○ 養豚協会が30,000頭の子豚の屠殺に補助金

土鶏 7-8月 ○

資料：行政院農業委員会資料による。

年次

94年

96年

（2段階に

分けて行う）

（4段階に

分けて行う）

養豚合作社連合社及び台湾公司が健康なブタを屠殺し、冷凍保存すること
を奨励

対象品目 実施期間
その他

需給対策や家畜の処理

○

処理量

○
屠殺場が土鶏を屠殺し、冷凍保存するために必要な屠殺、保管・運搬など
の費用及び養鶏協会が行った31箇所での販売促進運動に補助

7-12週目の

若鶏を含む
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概念である。台湾の前行政院院長蕭萬長氏が 2001 年に提唱した経済構想であり、本構想は

2005 年に台湾国民党と中国共産党との間で交わされた「連胡公報」にも記載されている。 

 台湾の国民党と台湾の大手企業の一部が積極的に推進しようとしている両岸共同市場構

想とは、両地域の経済統合の推進によって大陸の有する経済的優位性を活用すると同時に、

両地域間に介在している経済活動上の諸問題を解消し、台湾経済の持続的発展を確保する

狙いがあるものと見られている。本構想の背景には、2005 年 12 月 14 日、マレーシアのク

アラルンプールで開催された東アジアサミット（略称 EAS）に ASEAN10 ヶ国＋中国、日本、

韓国（ASEAN＋3）の他に、インド、オーストラリア、ニュージランドの計 16ヶ国が参加し、

参加国の安定と繁栄の推進を目標とした「クアラルンプール宣言」を発表したことによっ

て、東アジアサミットに参加できなかった台湾の経済的、政治的な孤立感が深まったこと、

さらに同地域内での二国間或いは複数国間での自由貿易協定（FTA）や経済連携協定（EPA）

締結による経済統合化の急速な進展によって、地域経済統合化の蚊帳の外に置かれた格好

となった台湾の経済活動が大きな不利益を蒙る可能性が高まっていることがあげられる。

つまり東アジアを含めて世界全域に亘って自由貿易組織が次々に誕生する中で、関税引き

下げなどの有利な条件を備えた FTA 地域内の貿易関係が活発化する一方、FTA の枠外にある

台湾（台湾の FTA 締結はパナマとグアテマラのみ）は今後の貿易関係において大きな経済

的損失を蒙りその結果深刻なダメージを受けることになるという強い危機感があるものと

思われる。 

 このため、2005 年に当時の連戦国民党主席が中国を訪問し、中国指導部との間で「連胡

5 つの願い」に基づく両岸市場の具体的かつ実現可能な方向性について合意した。両岸が合

意した「5つの願い」とは次のような内容である。 

①両岸の協議を速やかに再開し、両岸の国民の福祉をともに考える。両岸が「九二合意」

を基礎に早急に平等な協議を再開し、両者間の各々の問題について検討し、両岸関係を良

好な方向に導く。 

②敵対状態からの脱却を促進し、和平協議に合意し、両岸関係を平和的かつ安定的に発展

させる枠組みを構築する。これには軍事面での相互信頼メカニズムの構築や軍事衝突の回

避なども含まれている。 

③両岸の全面的経済交流を促進し、両岸経済の合作（協力）メカニズムを構築する。これ

には双方向の直接的な三通（通商、通航、通信の自由化）が含まれており、海空直行便の

開放、貿易と投資の保証と強化、農漁業の合作（協力）促進、台湾産農産物の大陸市場で

の販売、両岸関係の秩序の維持及び犯罪撲滅、安定した経済関係を構築し、両岸の通商関

係を再開した後に両岸共同市場問題を優先的に検討する。 

④台湾民衆の関心の高い国際活動への参加について協議を促進する。これには WHO（国際保

健機構）への参加問題も含まれる。これらの点については、台湾と大陸双方が共に努力す

ることによって、段階的に解決方法を見いだしていくものとする。 

⑤両党（国民党と共産党）が定期的に交流するプラットホームを確立する。相互交流には
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さまざまなレベルの党員の相互訪問や両岸関係問題の改善に関する検討、両岸同胞の切実

な利益に関する協議、各界による両岸交流を緊密化するための組織的な協議などが含まれ

ている。 

 この実現のために、両岸のチャーター便の常態化や貨物輸送の簡略化、台湾産農産物の

大陸市場での販売支援、両岸の農業合作の促進、台湾企業の権利と利益の保証、大陸民衆

に対する台湾旅行の開放、保険、金融、医療、運輸の開放、情報の標準化、大陸漁民労働

者輸出問題の協議、県、市、郷、鎮レベルの交流促進など 12 項目の具体的懸案事項につい

て合意している。つまり「連胡 5つの願い」の究極的な目的は、両岸の敵対関係を解消し、

平和的かつ安定的な発展関係を構築し、「両岸共同市場」の創設によって両岸双方が利益と

勝利を獲得する途を見いだすことにあるといえよう。 

 これに対して、台湾の民主進歩党や野党勢力などの反対派は、両岸共同市場構想は台湾

の利益よりも台湾経済に打撃を与えることになり、「職を失った台湾の労働者が台北公園に

溢れかえる」、或いは「台湾が孤立化する」などの弊害をもたらすと批判している。 

 EU をモデルとした両岸共同市場構想の究極的な目標は、両地域の経済統合を推進するこ

とによって徐々に政治的な敵対関係を解消し、経済活動の妨げとなっている政治の干渉を

なくすことにあるものと思われる。本構想は、EU の発展が欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC）を

母体にして段階的に現在の欧州共同市場へと発展していった経緯を踏まえ、EU の経験を両

岸共同市場構想の基本原理として台湾と中国大陸との政治的な隔たりを縮小し、両地域の

経済貿易面での連携結合関係をより強固なものにしていくことにあるものと思われる。両

岸共同市場を提唱する人たちは、この政策によって台湾と中国大陸との間の政治的な対立

関係が解消され、双方が平和と安全、相互利益という原則の下に、経済交流面におけるさ

まざまな障害とコスト削減を実現できると考えている。また、「戒急用忍（急がず、忍耐強

く）」と三通の完全実施によって両地域の間に介在している多くの問題が解決可能であると

考えている。両岸共同市場構想の重点は、台湾と中国大陸との経済交流の完全実施とそれ

を基盤とした両岸の経済合作メカニズムの構築にある。その具体的内容としては、三通に

よる双方向の海運及び航空路の全面的且つ直接的な実施や貿易投資活動の強化、農漁業の

連携協力、台湾農産品の大陸市場での販売、経済犯罪の共同撲滅などが含まれている。 

 両岸共同市場構想が提示されて以降、本構想を推進するための組織が次々と設立され、

中でも民間による「財団法人両岸共同市場基金会」が最も有力かつ主要な推進主体とされ

ている。本基金には 2008 年の台湾総統選挙で副総統候補となった蕭萬長氏や前国民党主席

の連戦氏らが名を連ねている。今後、本構想は国民党にとって最重要の政策課題のひとつ

となるものと考えられており、両岸共同市場政策は台湾経済を急速に成長させるものと見

られている。この両岸共同市場政策を後押しするために、台湾の主要企業である台積電子、

統一企業、国泰人寿などがそれぞれ数百万台湾ドルを寄付している。 

 さらに、この両岸共同市場戦略を推進するための経済フォーラムが両地域で相次いで開

催されており、2007 年の 9 月には中国広西省南寧市において「第二回両岸産業共同市場フ
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ォーラム」が開催されており、フォーラムの開催、推進にあたっては、台湾の政治、経済、

学界などから国民党副主席の章仁香氏や親民党栄誉副主席鐘栄吉氏ら 460 名が参加した。 

 両岸共同市場構想が提示されると、本構想に賛同し推進する意見がある一方、これに強

く反対する人達も現れた。反対意見の最たる組織は民進党であり、その論調は次のような

ものである。 

 そのひとつは、中国大陸の余剰労働力が台湾の労働市場に大きな打撃を与えるというも

のである。2008 年 2 月末に、台湾総統選挙の民進党候補者となった謝長廷がそれをしきり

に発言したが、それは両岸共同市場構想の考え方やその理念に強く反発するものであった。

民進党によれば、両岸共同市場構想はひとつの中国市場を目指したものであり、それは「中

国に対して台湾市場を全面開放する」ものだと批判している。そしてそれは結果的に台湾

の政治経済状況を悪化させるばかりか、大陸の安価な労働力が低賃金の優位性を活かして

「中国の労働者 500 万人が台湾に流入する」状況をもたらすと懸念を表明している。しか

し、謝氏の発言は当時の国民党総統候補者馬英九氏や蕭萬長氏によって否定され、蕭氏は

公に「両岸共同市場を選挙対策の政権構想にはしない」ことを明らかにした。しかし両岸

共同市場構想が総統選挙の大きな争点のひとつになったことは事実といえよう。 

 批判内容の 2 点目は、両岸当事者の政治的立場の違いに関するものである。両岸共同市

場構想は EU をモデルにしているが、EU 加盟国はすべて独立国であり、一方、中華人民共和

国は台湾が提起する両（二）国論に強く反対しているというものである。 

 第 3 点は、両地域の経済制度が経済統合に馴染まないというものである。両岸共同市場

基金会のウェブサイトによれば、両岸共同市場推進の二段階には両岸の経済制度を調和さ

せ共通の基準を定めるとある。しかし、専門家は関税収入の分配や金融システム、税制度

の調整、司法（法制度）などの調整には極めて多くの手続きを踏まねばならず、その実現

は容易ではないと指摘しているというものである。 

 4 点目は、大陸市場から台湾市場に「毒入り商品」が流入するというものである。これも

民進党がテレビ CMで国民に訴えた反対意見のひとつとなった。 

 さらに、数少ない台湾の左派団体である台湾労工陣線と台湾農業産学連盟も両岸共同市

場構想に反対意見を表明している。これらの組織は、両岸共同市場がもたらす「自由貿易」

や「資本の急速な流入」、「人の自由な移動」が台湾の労働者に大きな経済的不利益を与え

る可能性があり、台湾の中小企業の労働者の働く権利に直接的な打撃を与えるとしている。

さらに中国産農産物の流入によって台湾の農産物市場が縮小しその影響は深刻なものにな

ると述べている。 

 以上のように、台湾農業は WTO 加盟による農産物の市場開放（関税率の引き下げや輸入

数量の緩和など）とその後のグローバル化の影響を受けて国内生産が縮小傾向をたどる一

方、海外からの食料輸入が大幅に増加しつつあり、こうした状況の下で中国との間で両岸

共同市場構想が進展していくことになれば中国大陸から安価な食料品が流入し、農業の衰

退に一層拍車をかけることになるというのが農業関係者、とりわけ農業生産者の受け止め
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方のようである。一方、国民党政権にとっては大陸に投資している台湾企業の経済的な利

益を擁護するうえで、中国政府が課している税制度や出入国管理などの諸規制や経済活動

上のトラブルを解消するためにも、また世界各地で急速に進展している地域経済統合の流

れから取り残されないためにも両岸共同市場の推進が不可避であるとの強い危機感がある

ものと思われる。国内総生産 18 兆 2,321 億元（2007 年度）と世界第 6位の経済大国（購買

力平価では第 2 位）に成長した中国は、貿易総額では世界第 3 位、さらに世界最大の外資

導入国となり、その中国大陸に 413 億米ドルを投資し、中国政府の発表では協議中の台湾

企業の投資案件が 6 万 7,764 件にも達すると言われるほど大陸市場に大きく依存するよう

になった台湾経済の実態と国内の農業生産活動との間には大きなねじれ現象が生じており、

このミスマッチをどのような形で解消していくのかが国民党政権にとっての大きな課題で

あるといえよう。 
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附表１　台湾における過去10年間の国別貿易額の変化（1997ー2006）

（単位：億ドル）

順位
国別

（地区別）
貿易
総額

比重
（％）

輸出
金額

順位
比重
（％）

輸入
金額

順位
比重
（％）

1 中国大陸 608.1 16.4 408.8 1 21.6 199.3 3 11.0

2 日本 604.2 16.3 144.8 4 7.6 459.4 1 25.3

3 アメリカ 495.0 13.3 285.1 3 15.1 209.9 2 11.6

4 香港 326.1 9.8 307.2 2 16.2 18.9 19 1.0

5 韓国 187.8 5.1 55.7 6 2.9 132.1 4 7.3

6 シンガポール 126.0 3.4 76.6 5 4.0 49.4 8 2.7

7 ドイツ 105.0 2.8 43.5 7 2.3 61.5 6 3.4

8 マレーシア 93.5 2.5 41.5 10 2.2 52.0 7 2.9

9 サウジアラビア 79.3 2.1 4.9 32 0.3 74.4 5 4.1

10 オーストラリア 70.8 1.9 23.6 14 1.2 47.2 9 2.6

資料：資料：経済部国際貿易局「中華民国輸出入貿易統計」より作成

ホームページ：http://cus93.trade.gov.tw/fsci/

資料：行政院農業委員会資料による。

附図１　台湾における最近10年間の耕地及び播種面積の推移
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